
（５）リース取引の処理方法

貯蔵品：最終仕入原価法による原価法による。

（３）固定資産の減価償却の方法

法人税法上の定率法（旧定率法を含む。）による。

（４）引当金の計上基準

ただし、「建物」、無形固定資産である「ソフトウェア」及び平成28年４月
１日以降に取得の「建物改造」については、法人税法上の定額法による。

退職給付引当金：期末退職給付要支給額から中小企業退職金共済支給分を控
除した金額を計上している。

財務諸表に対する注記

１　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債権：償却原価法（定額法）による。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よる。

（６）消費税等の会計処理

税込方式による。

２　会計方針の変更

　なし
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　　基本財産及び特定資産の増減額並びにその残高は、次のとおりである。

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

指定寄附 2,060,000 0 0 2,060,000

特定資産

退職給付引当資産 61,132,766 0 3,022,995 58,109,771

減価償却引当資産 84,121,333 4,092,014 0 88,213,347

任意積立資産 0 0

社屋建設積立資産 194,880,000 15,026,049 0 209,906,049

公共情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
ｼｽﾃﾑ構築引当資産

16,000,000 0 0 16,000,000

特定資産計 356,134,099 19,118,063 3,022,995 372,229,167

合 計 358,194,099 19,118,063 3,022,995 374,289,167

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

退職給付引当資産 1,910,398 0 94,468 1,815,930

減価償却引当資産 9,983,070 334,959 0 10,318,029

任意積立資産 0 0 0 0

社屋建設積立資産 34,800,000 3,900,960 0 38,700,960

合 計 46,693,468 4,235,919 94,468 50,834,919

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

退職給付引当資産 636,799 0 31,489 605,310

減価償却引当資産 560,957 23,991 0 584,948

任意積立資産 0 0 0 0

社屋建設積立資産 2,320,000 260,064 0 2,580,064

合 計 3,517,756 284,055 31,489 3,770,322

【収益事業等会計】

【法人会計】

３　基本財産及び特定資産の増減額並びにその残高

【公益目的事業会計】
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　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科 目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産

指定寄附 2,060,000 2,060,000 0 0

特定資産

退職給付引当資産 58,109,771 0 0 58,109,771

減価償却引当資産 88,213,347 0 88,213,347 0

任意積立資産 0 0 0 0

社屋建設積立資産 209,906,049 0 209,906,049 0

公共情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
ｼｽﾃﾑ構築引当資産

16,000,000 0 16,000,000 0

特定資産計 372,229,167 0 314,119,396 58,109,771

合 計 374,289,167 2,060,000 314,119,396 58,109,771

科 目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

特定資産

退職給付引当資産 1,815,930 0 0 1,815,930

減価償却引当資産 10,318,029 0 10,318,029 0

任意積立資産 0 0 0 0

社屋建設積立資産 38,700,960 0 38,700,960 0

合 計 50,834,919 0 49,018,989 1,815,930

科 目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

特定資産

退職給付引当資産 605,310 0 0 605,310

減価償却引当資産 584,948 0 584,948 0

任意積立資産 0 0 0 0

社屋建設積立資産 2,580,064 0 2,580,064 0

合 計 3,770,322 0 3,165,012 605,310

【収益事業等会計】

【公益目的事業会計】

【法人会計】

４　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
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　　なし。

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

※減価償却対象の固定資産のみを表示

科 目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

建物 24,857,995 9,582,446 15,275,549

建物改造 18,368,125 15,154,683 3,213,442

車両運搬具 11,719,848 11,719,839 9

什器備品 5,602,019 5,120,749 481,270

測量器具 39,984,930 30,839,854 9,145,076

ソフトウェア 19,475,680 15,795,776 3,679,904

合 計 120,008,597 88,213,347 31,795,250

科 目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

建物 4,438,927 1,711,153 2,727,774

建物改造 3,346,340 2,753,717 592,623

車両運搬具 2,519,834 2,519,832 2

什器備品 320,780 320,780 0

測量器具 3,129,386 2,931,547 197,839

ソフトウェア 81,000 81,000 0

合 計 13,836,267 10,318,029 3,518,238

科 目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

建物 295,928 114,077 181,851

建物改造 214,175 176,361 37,814

什器備品 16,588 16,588 0

測量器具 285,707 272,522 13,185

ソフトウェア 5,400 5,400 0

合 計 817,798 584,948 232,850

【公益目的事業会計】

【収益事業等会計】

【法人会計】

５　担保に供している資産

６　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
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科 目 債権価格
貸倒引当金の
当期末残高

債権の当期末残高

未収金 449,137,702 0 449,137,702

合 計 449,137,702 0 449,137,702

科 目 債権価格
貸倒引当金の
当期末残高

債権の当期末残高

未収金 129,880,999 0 129,880,999

合 計 129,880,999 0 129,880,999

科 目 債権価格
貸倒引当金の
当期末残高

債権の当期末残高

未収金 6,442,210 0 6,442,210

合 計 6,442,210 0 6,442,210

　　なし。

【法人会計】

科　　　目
（満期償還日）

額 面 帳簿価格 時 価 評価損益

利付国債10年337回
（R6.12.20）

20,000,000 19,985,949 20,038,000 52,051

利付国債10年340回
（R7.9.20）

20,000,000 20,009,935 20,090,000 80,065

利付国債20年173回
（R22.6.20）

20,000,000 20,026,961 17,518,400 -2,508,561

合 計 60,000,000 60,022,845 57,646,400 -2,376,445

　なお、取引先が、県、市町村、公的団体等、確実な相手方であることから、
貸倒引当金は設定していない。

【収益事業等会計】

【法人会計】

　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次
のとおりである。

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおり
である。

８　保証債務等の偶発債務

７　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

９　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

【公益目的事業会計】
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10　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　なし。

11　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　なし。

12　関連当事者との取引内容

　　なし。

13　重要な後発事象

　　なし。

14　その他

　　なし。
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１　重要な固定資産の明細

　　重要な固定資産の明細は、財務諸表に対する注記「３　基本財産及び特定資産の

　増減額並びにその残高」に記載をしている。

２　引当金の明細

　　引当金の明細は、次のとおりである。

目的使用 その他

退職給付引当金
【公益】 61,132,766 0 3,022,995 0 58,109,771

退職給付引当金
【収益】 1,910,398 0 94,468 0 1,815,930

退職給付引当金
【法人】 636,799 0 31,489 0 605,310

退職給付引当金
合計 63,679,963 0 3,148,952 0 60,531,011

附属明細書

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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１　資金調達について

　　令和５年度中に資金調達はありませんでした。

２　設備投資について

事業番号等 設備投資の内容 支出額(円)

全体
新社屋土地既存建物等解体工事
【土地】

23,122,000

全体
新社屋の基本設計委託業務（地質調査
を含む。）
【建物】

4,576,000

全体
新社屋の実施設計委託業務（実施中）
【建物】

3,300,000

公１
研修用ノートパソコン23台の更新
【測量器具】

5,099,810

公１
タブレットパソコン2台の新規購入
【測量器具】

395,340

36,493,150

資金調達及び設備投資の実績

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

計
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